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1 ．はじめに

　エストニア商法（Äriseadustik） 2 条 1 項では、täisühing, usaldusühing, 

osaühing, aktsiaselts, tulundusühistu の 5 つの会社形態があることが定め

られている。

　筆 者 は、2021年 に e─residency を 用 い、 エ ス ト ニ ア に お い て

SHIMIZULABO OÜ（OÜ は osaühing の略称である）を設立した。その後、

エストニアにおける企業情報開示の現状を確認したところ、一般的な開

示、公表に関し、わが国と比較して多くの情報が公開されていることがわ

かった。

　本稿では、エストニアにおける企業情報開示の現状を把握するととも

に、エストニアとわが国における企業情報開示の現状を比較、検討するも

のとする。
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2 ．エストニアにおける企業情報開示の現状

　エ ス ト ニ ア に お い て は、https://ssb.ee/（図 1 参 照）、https://

krediidiraportid.ee/（図 2 参 照）、https://www.lursoft.lv/（図 3 参 照）、

https://www.e─krediidiinfo.ee/（図 4 参照）などが一般に公開されている。

　それぞれ筆者が設立した SHIMIZULABO OÜ の情報について掲載す

る。

　図 2 では、取締役会の構成員の氏名、個人識別番号の把握が可能となっ

ていることがわかる。

　図 5 では、設立に関わった筆者自身のプロフィールを簡単にまとめたも

のが掲載されていることがわかる。

図 1

https://www.inforegister.ee/16137557─SHIMIZULABO─OU における情報開示
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図 2

https://krediidiraportid.ee/shimizulabo─ou における情報開示

図 3

https://eecompanies.lursoft.lv/en/company/shimizulabo─ou/16137557における情報開示



166

図 4

https://www.e─krediidiinfo.ee/16137557─SHIMIZULABO%20O%C3%9C?lang=en における情報開示

図 5

設立に関わった筆者のプロフィールが開示されている様子
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3 ．わが国における企業情報開示の現状

　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律39条 1 項は、国税庁長官は、政令で定めるところにより、国の機関、地

方公共団体及び会社法その他の法令の規定により設立の登記をした法人並

びにこれらの法人以外の法人または法人でない社団若しくは財団で代表者

若しくは管理人の定めがあるものであって、所得税法230条、法人税法148

条、149条若しくは150条または消費税法57条の規定により届出書を提出す

ることとされているものに対して、法人番号を指定し、これを当該法人等

に通知するものとしている。

　同条 4 項は、国税庁長官は、政令で定めるところにより、法人番号の指

定を受けた者の商号または名称、本店または主たる事務所の所在地及び法

人番号を公表するものとしている。

　これにより、法人番号公表サイト（https://www.houjin─bangou.nta.go.

jp/）において、①商号または名称、②本店または主たる事務所の所在地

および③法人番号（以下、基本 3 情報という）を検索、閲覧することが可能

となっている。

　また、法人番号公表サイトから法人番号保有者の基本 3 情報等を CSV

形式および XML 形式でダウンロードすることができる。

　さらに、Web─API で法人番号保有者の基本 3 情報等を取得、利用する

ことが可能となっている。これにより、別のプログラムで法人番号保有者

の基本 3 情報等を利用することができ、全国法人リスト（https://houjin.

jp/）やカイシャリサーチ（https://kaisharesearch.com/）、全国法人データ

バ ン ク（https://houjin.j─bdb.com/）、https://founded─today.com/、

https://akala.ai/、全国企業データベース（https://houjin.co/）、法人検索

データベース（https://houjin.always─basics.com/）などで検索が可能となっ

ている。
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　エストニアにおいても、Web─API を用いたサイトが多数あり、そこで

は、わが国の基本 3 情報のみならず、その他の情報も提供されている。

4 ．エストニアとわが国の比較

　わが国と比較して、エストニアでは多くの企業情報が開示されているこ

とがわかる。

　エストニアにおいては Web─API を用い、より多くの情報を掲載したサ

イトが見受けられ、無料ないし安価で企業情報を調査することが可能とな

っている。

　本来的には企業情報は秘匿されるものではなく、誰もが自由に利用、ア

クセスが可能なものとなるべきか否か、今後の流れを注視していきたいと

考える。

※本研究は、令和 4 年度（2022年度）中央学院大学大学院商学研究科研究

プロジェクト補助金によるものである。


